
 
 

栃 木 県 小 規 模 事 業 者 経 営 革 新 支 援 補 助 金 交 付 要 領 

 

（趣旨） 
第１条 県の交付する栃木県小規模事業者経営革新支援補助金については、栃木県補助金等交付規則

（昭和36年栃木県規則第33号。以下「規則」という。）及び栃木県小規模事業者応援事業実施要綱（平

成31（2019）年４月12日付け経支第39号）ならびに地方公共団体による小規模事業者支援推進事業費

補助金交付要綱（２０１９０３２０財中第３号）に規定するもののほか、この要領の定めるところに

よる。 

 

（交付の目的） 
第２条 この補助金の名称、目的、交付の対象である事業の内容、補助率、補助限度額及び交付の相手

方は、次表のとおりとし、予算の範囲内で交付する。 

補助金 

の名称 
補助金の交付目的 

交付の対象 

となる経費 
補助率 

補助 

限度額 

交付の 

相手方 

栃 木 県 小

規 模 事 業

者 経 営 革

新 支 援 補

助金 

商工会・商工会議所の支援を受けて、栃

木県知事から承認された経営革新計画

により生産性向上に取り組む小規模事

業者（以下「経営革新計画承認小規模事

業者」という。）が行う事業に対し、そ

の経費の一部を補助することにより、本

県における小規模事業者の持続的発展

を支援することを目的とする。 

別表に掲げる

経費のうち知

事が必要かつ

適当と認める

もの。 

補助対象

経費の３

分の２以

内 

50万円 経営革新

計画承認

小規模事

業者 

 

（交付の申請） 
第３条 規則第４条の規定により提出する書類は、次の表に定めるところによる。 

提出すべき 
申請書の名称 

様式 申請書に添付すべき書類の名称 添付書類の様式 
提出 
部数 

提出期限 

栃木県小規模事

業者経営革新支

援補助金交付申

請書 

様式

第１ 
１ 補助事業計画書 
２ 誓約書 
３ その他知事が必要と認める書類 

様式第２ 
 〃 ３ 

１部 知事が別

に定める

期日 

 

（補助の条件） 
第４条 規則第６条の規定による条件は、次に掲げるとおりとする。 

(1) 補助事業の内容の変更又は補助事業に要する経費の配分の変更（次条の軽微な変更を除く。）

をする場合においては、あらかじめ様式第４による申請書を知事に提出し承認を受けること。 

(2)  補助事業を中止し、又は廃止する場合においては、あらかじめ様式第５による申請書を知事に

提出し承認を受けること。 
(3)  補助事業が予定の期間内に完了することができない場合又は補助事業の遂行が困難となった

場合においては、速やかに様式第６による報告書を知事に提出し、その指示を受けること。 

２ 知事は前項に定めるもののほか、補助金の交付の目的を達成するために必要な条件を附すことが

ある。 



 
 

（軽微な変更） 
第５条 前条第１項第１号に規定する軽微な変更とは、補助目的の達成に支障を来すことなく、かつ、

事業能率の低下をもたらさない補助事業計画の細部の変更をする場合であり、次のいずれかに定め

る場合をいう。 
(1)  補助事業に要する経費の 20 パーセント以内の変更となる事業の内容の変更をする場合 

(2)  別表の補助対象経費の各経費区分の相互間において、いずれか低い額の 20 パーセント以内の

経費の配分を変更する場合 

 

（状況報告） 
第６条 規則第11条の規定による状況報告は、９月30日現在における補助事業の遂行状況について、様

式第７による報告書を10月10日までに、知事に提出しなければならない。 

 
（実績報告） 
第７条 規則第13条の規定により提出する書類は、次の表に定めるところによる。 

提 出 す べ き 
報 告 書 の 名 称 

様  式 
報 告 書 に 添 付 す べ き 

書 類 の 名 称 
添付書類の

様式 
提出

部数 
提出期限 

栃木県小規模事業者

経営革新支援補助金

実績報告書 

様式第８ １ 事業実績書 
２ 収支決算書 
 

様式第９ 

 〃第10 

 

１部 知 事 が 別

に 定 め る

期日 
 

（補助金の請求） 
第８条 補助事業者が規則第18条の規定により提出する書類は、次の表に定めるところによる。 

提 出 す べ き 

請 求 書 の 名 称 
様 式 

請 求 書 に 添 付 す べ き 

書 類 の 名 称 

添付書類の

様式 

提出

部数 
提出期限 

栃木県小規模事業者

経営革新支援補助金

交付請求書 

様式第11 １ 交付決定通知書の写し 

２ 交付金額確定通知書の写し 

３ 知事が必要と認める書類 

 

－ 

１部 知事が別

に定める

期日 

 

（補助金の経理） 
第９条 補助事業を実施した企業（以下「補助事業者」という。）は、補助事業に係る経費について、

その収支の事実を明確にした帳簿及び証拠書類を整理し、かつ、これらの書類を補助事業が完了した

日の属する会計年度の終了後５年間保存しなければならない。 

 

（消費税等仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還） 

第10条 補助事業者は、補助事業完了後に、消費税及び地方消費税の申告により補助金に係る消費税等

仕入控除税額が確定した場合には、様式第12号により速やかに知事に報告しなければならない。 

２ 知事は、前項の報告があった場合には、当該消費税等仕入控除税額の全部又は一部の返還を命ずる。 

３ 規則第21条の規定は、前項の返還の規定について準用する。 

 

（財産処分の制限） 
第11条 補助事業者は、補助金により取得した財産（補助事業により取得し、又は効用の増加した機械

等であって、１件当たりの取得価格又は効用の増加価格が50万円以上のものに限る。以下、本条にお



 
 

いて同じ。）について、その台帳を設け、その保管状況を明らかにしておかなければならない。 
２ 補助事業者は、補助金により取得した財産を他の用途に使用し、他の者に貸し付け、若しくは譲り

渡し、他の物件と交換し、債務の担保に供し又は廃棄しようとする場合においては、様式第13により

知事の承認を受けなければならない。ただし、次の各号に定める期間を経過している場合は、この限

りでない。 

(1) 減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和 40 年大蔵省令第 15 号。以下「大蔵省令」とい

う。）に定められている財産については、大蔵省令に定める耐用年数に相当する期間 

(2) 大蔵省令に定めのない財産については、補助事業等により取得し、又は効用の増加した財産の

処分制限期間（昭和 53 年通商産業省告示第 360 号）に定める耐用年数に相当する期間 

３ 前項の規定による申請があった場合、知事は「補助事業等により取得し又は効用の増加した財産の

処分等の取扱いについて（平成 16･06･10 会課第５号 経済産業省大臣官房会計課通知）」を準用し審

査するものとする。 

なお、この場合において、当該財産の処分により収入があった場合は、その収入の全部又は一部を

納付させることがある。 

４ 補助事業者は、補助事業が完了した後も、補助事業により取得した財産を善良なる管理者の注意を

もって管理するとともに、補助金交付の目的に従ってその効率的運用を図らなければならない。  
 

（補助事業完了後の報告等） 

第12条 補助事業者は、当該補助事業の完了した日の属する会計年度終了後５年間、毎会計年度終了後

60日以内に当該補助事業に係る過去１年間の状況等について、様式第14による報告書を知事に提出

しなければならない。 

 

（知的財産権の届出等） 

第13条 補助事業者は、 補助事業に基づく発明、考案等に関して、特許権、実用新案権又は意匠権（以

下「知的財産権」という。）を補助事業年度の終了後５年以内に出願若しくは取得した場合、又はそ

れを譲渡し、若しくは実施権を設定した場合には、遅滞なく様式第15による届出書を知事に提出しな

ければならない。 
２ 知事は、補助事業の成果について、必要があると認めるときは、補助事業者に対し、随時の報告を

求め、または発表させることができることができるものとする。 

 

   附  則 
１ この要領は、平成31（2019）年度分の補助金から適用する。 

２ この要領は、平成32（2020）年３月31日限り、その効力を失う。 

３ この要領の失効前に交付の決定をなされた補助事業については、この要領の規定は、前項の規

定にかかわらず、同項に規定する日後も、なおその効力を有する。 

 

   附  則 
１ この要領は、令和２（2020）年度分の補助金から適用する。 

２ この要領は、令和３（2021）年３月31日限り、その効力を失う。 

３ この要領の失効前に交付の決定をなされた補助事業については、この要領の規定は、前項の規

定にかかわらず、同項に規定する日後も、なおその効力を有する。 

 



 
 

別表 

区分 経費区分 

１ 報償費 報償費 

２ 旅費 旅費 

３ 研究開発事業費 

(1) 原材料費 

(2) 機械装置費 

(3) 産業財産導入費 

(4) 知的財産出願費 

(5) 外注加工費 

(6) 検査分析費 

４ 販路開拓事業費 

(1) 調査分析費 

(2) 出展料 

(3) 会場設営費 

(4) 広告宣伝費 

５ ＩＴツール（サービス、ソフトウエア等）

導入費 
ＩＴツール導入費 

６ 庁費 

(1) 会場借料 

(2) 印刷製本費 

(3) 資料購入費 

(4) 通信運搬費 

(5) 借料及び損料 

(6) 調査研究費 

(7) 消耗品費 

７ 委託費 委託費 

８ その他の経費 その他の経費 

 

 



 

様式第１（交付要領第３条関係） 

 

                                     年  月  日 

 

  栃木県知事      様 

 

                        所 在 地     ： 

                           名   称： 

                        代 表 者 名：            印 

 

                  ※個人事業の場合 

申請者（代表者）住所： 

 

  年度 栃木県小規模事業者経営革新支援補助金交付申請書 

                             

年度において栃木県小規模事業者経営革新支援補助金について       円を交付

されるよう、栃木県補助金等交付規則第４条の規定により、次の関係書類を添えて申請します。 

 

   

 

関係書類 

１ 様式第２ 補助事業計画書 

２ 様式第３ 誓約書 

 

 



様式第２（交付要領第３条関係） 

補助事業計画書 

１ 申請者 

名 称  

所 在 地 
（※１）  

代表者名  

担当者名  

担 当 者 
連 絡 先 

電話番号  

ＦＡＸ番号  

Ｅメール 
アドレス  

業 種 
（※２）  資本金額 千円 従業員数 人 

※１ 個人事業の場合は、事業所所在地のほか申請者の住所も記入してください。 

※２ 業種は日本標準産業分類の中分類名を記入してください。 

 

２ 他の補助事業等の状況（※３） 

事業名称（※４）  

事業主体（※５）  

テーマ名（※６）  

事業代表者  

実施状況（※７） 申請中 ・ 交付決定を受け実施中 ・ 事業終了 

事業期間 年 月 日 ～ 年 月 日 

事業内容  

本補助事業との 
相違点（※８）  

※３ 他の公の機関の補助事業等を申請または実施している場合は御記載ください。 

※４ 補助金等の名称を記入してください（例「○○補助金」）。 

※５ 補助金等の事業主体を記入してください。（例「中小企業庁」） 

※６ 補助金等の申請書に記載をした事業テーマ名を記入してください。 

※７ いずれかに○印を付けてください。 

 ※８ 今回申請する補助事業と他の補助金等における事業との相違点を簡潔に記載して

ください。 



３ 事業費 

（１）収入（単位：円） 
 

項目 金  額 資金の調達先（※１１） 

自 己 資 金   

借 入 金   

そ の 他   

補助金交付申請額（※９）  

（自己資金） 

（借 入 金） 

（そ の 他） 

合    計（※１０）   

※９ 補助金交付申請額は、下表の「（３）補助金交付申請額」と一致させてください。 
   また、資金の調達先に、補助金が充当されるまでの手当方法（例：○○銀行○○支店か

ら借入）とその金額を記載してください。 
※１０ 合計は、下表の「（１）補助事業に要する経費合計」と一致させてください。 
※１１ 項目ごとに資金の調達先（例：○○銀行○○支店）を記載してください。 

 

（２）支出（単位：円）※行が不足する場合は、適宜行を増やして記入してください。 
 

経費区分 

（※１２） 
実施内容 

経費内訳 

（単価×回数、

個数等） 

補助事業に 

要する経費 

（※１３） 

補助対象経費 

（※１４） 

     

     

     

     

（１）補助事業に要する経費合計（税込）   

（２）補助対象経費合計（税抜）  

（３）補助金交付申請額（（２）の２／３以内、千円未満切り捨て）  

※１２ 経費区分は、交付要領別表の対象経費のいずれかを記載してください。 
※１３ 補助事業に要する経費は、消費税及び地方消費税を含めた額を記載してください。 
※１４ 補助対象経費は、消費税及び地方消費税額を除いた額を記載してください。 



４ 事業内容（※１５） 
 

事業名称 

（テーマ） 
 

（１）事業の背景、目的 

 

 

 

（２）事業内容（補助事業における取組の内容を詳細に記載してください。） 

 

 

 

（３）事業実施体制（実施場所、組織、連携先等を記載してください。） 

 

 

 

（４）事業実施スケジュール（取組の実施時期について具体的に記載してください。） 

 

 

 

（５）期待される効果（数値目標も含めて具体的に記載してください。） 

 

 

 

 

 

事業期間 開始：   年   月         完了：   年   月 

※１５ 経営革新計画に基づき実施する本補助金を活用した事業の詳細を記載してください。 



様式第２補助事業計画書 添付資料 

従業員名簿（補助事業計画申請時） 

 

                        所 在 地     ： 
                           名   称： 
                        代 表 者 名：            印 
１ 従業員の有無 

従業員が    いる  ・  いない   （いずれかに丸印をついてください） 
 

２ 従業員名簿 

従業員がいる場合は、以下の表に必要事項を記載してください。 
業種（※１）  従業員数（※２） 人 
 

氏名 性別 生年月日 住所 
雇入れ 
年月日 

従事する業務の

種類 
１       
２       
３       
４       
５       
６       
７       
８       
９       
10       
11       
12       
13       
14       
15       
16       
17       
18       
19       
20       

（※１）業種は日本標準産業分類に掲げる中分類名を記載してください。 
（※２）従業員数は「常時使用する従業員」を御記載ください。 

「常時使用する従業員」とは、労働基準法第 20 条の規定に基づく「あらかじめ解雇

の予告を必要とする者」と解されます。また、会社役員及び個人事業主はあらかじめ

解雇の予告を必要とするものに該当しないため、中小企業基本法上の「常時使用する

従業員」には該当しないと解されています。 



 
＜支援機関＞                

住 所                
名 称                
代表者役職                
代表者氏名             印  

 
支 援 計 画 書 

１ 支援する小規模事業者 

名   称  
代表者氏名  

２ これまでの支援の経緯 

 事業構想段階から支援  計画作成段階から支援  本補助金申請から支援 
＜支援内容＞ 
 

 ※いずれかに丸印を付けたうえ、支援実績を御記載ください。 

３ 支援計画 

 当該事業者の経営革新計画に対する当会・当所の支援内容は以下のとおりです。 
 当該事業者が経営革新計画に基づく取組を円滑に実施できるよう、本補助事業実施期間中及び

補助事業終了後、一貫した支援体制にて責任を持って支援します。 
時  期 支援内容 

補助事業実施期間中 

 

補 助 事 業 終 了 後  

 

４ 担当者 

職・氏名  

 
連 絡 先 

電話番号  

ＦＡＸ番号  

Ｅメール 
アドレス  

 ※複数名でも可 

商工会・商工会議所記入項目 



 

 

様式第３（交付要領第３条関係） 

 

誓 約 書 
 

私は、栃木県小規模事業者経営革新支援補助金の交付申請にあたり、下記の事項について誓

約します。 

 なお、必要な場合には、下記の事項について栃木県警察本部に照会することについて承諾し

ます。 

 

記 

 

１ 自己または自社の役員等が、次の各号のいずれにも該当しません。 

 (1) 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以

下「法」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

 (2) 暴力団員（法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。） 

 (3) 自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的をも

って、暴力団または暴力団員を利用している者 

 (4) 暴力団または暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど、直接的若し

くは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、又は関与している者 

 (5) 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者 

 (6) (1)から(5)までのいずれかに該当する者であることを知りながら、これを不当に利用す

るなどしている者 

 

２ １の(2)から(6)までに掲げる者が、その経営に実質的に関与している者ではありません。 

 

 

  年  月  日 

 

栃木県知事      様 

 

所  在  地 

（※住   

所） 

 

名          称 

（※屋   

号） 

 

（ふりがな） 

代 表 者 氏 名 

 

印 

（※）個人事業の場合 



 

 

様式第４（交付要領第４条関係） 

  年  月  日 

 

栃木県知事      様 

 

 

                                       所 在 地     ： 

                        名   称： 

                      代 表 者 名：            印 

 

              ※個人事業の場合 

申請者（代表者）住所： 

 

  年度栃木県小規模事業者経営革新支援補助金に係る補助事業の

内容（経費の配分）の変更承認申請書 

 

  年  月  日付け栃木県指令経支第   号をもって交付決定通知が

あった上記補助事業の計画（事業内容、経費配分）を下記のとおり変更したいの

で、栃木県小規模事業者経営革新支援補助金交付要領第４条第１項第１号の規定に

より承認を申請します。 

 

記 

 

１ 変更の理由 

 

 

 

 

２ 変更の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）・変更の理由及び内容は、できるだけ詳細に記載すること。 

・経費配分に変更がある場合は別紙「経費の配分の変更」を記載し添付すること。 

・変更内容に関する資料（仕様書、見積書等）を提出すること。 



 

 

（様式第４別紙） 

 

経費の配分の変更 

経費区分（※１） 

補助対象経費 

金額（※２）及び積算内訳（※３） 

変更前 変更後 

   

   

   

合    計   

 

補助金交付申請額 

（補助対象経費の１／２ 

   以内千円未満切り捨

て） 

  

 

※１ 行が不足する場合は、適宜行を増やして記入してください。 

※２ 変更が必要な経費区分の金額について変更前、変更後それぞれ記入してください。 

（消費税及び地方消費税を除く） 

なお、変更前の補助金交付申請額が上限となります。 

※３ ※２で記入した金額の内訳について、変更内容が分かるよう、単価、回数、個数な 

どの積算内訳を変更前、変更後それぞれ記入してください（消費税及び地方消費税 

を除く）。 

 



 

 

様式第５（交付要領第４条関係） 

  年  月  日 

 

栃木県知事      様 

 

所 在 地     ： 

                           名   称： 

                       代 表 者 名：            印 

 

                ※個人事業の場合 

申請者（代表者）住所： 

 

  年度栃木県小規模事業者経営革新支援補助金に係る補助事業の 

中止（廃止）承認申請書 

 

  年  月  日付け栃木県指令経支第   号をもって交付決定通知があった

上記補助事業を下記の理由により中止（廃止）したいので、栃木県小規模事業者経営革新

支援補助金交付要領第４条第１項第２号の規定により承認を申請します。 

 

記 

 

１ 中止（廃止）する事業名 

 

 

２ 中止（廃止）する理由 

 



 

 

様式第６（交付要領第４条関係） 

  年  月  日 

 

栃木県知事      様 

 

 

所 在 地     ： 

                     名   称： 

                     代 表 者 名：            印 

 

               ※個人事業の場合 

報告者（代表者）住所： 

 

  年度栃木県小規模事業者経営革新支援補助金に係る補助事業遅延等報告書 

 

 

     年  月  日付け栃木県指令経支第   号をもって交付決定通知があった

上記補助事業について、下記のとおり事故等があったので、栃木県小規模事業者経営革新

支援補助金交付要領第４条第１項第３号の規定により報告します。 

 

記 

 

１ 事業名称（テーマ） 

 

 

２ 補助事業の進捗状況 

 

 

３ 補助事業に要した経費 

 

 

４ 事故等の内容及び原因 

 

 

５ 事故等に対する措置 

 



 

 

様式第７（交付要領第６条関係） 

  年  月  日 

 

栃木県知事      様 

 

所 在 地     ： 

                        名   称： 

                        代 表 者 名：            印 

 

                  ※個人事業の場合 

報告者（代表者）住所： 

 

  年度栃木県小規模事業者経営革新支援補助金に係る補助事業遂行状況報告書 

 

  年  月  日付け栃木県指令経支第   号をもって交付決定通知があった上記補助事

業の遂行状況について、栃木県補助金等交付規則第11条の規定により下記のとおり報告します。 

 

記 

１ 遂 行 状 況       

 

 (注) 

１ 交付申請時に提出した補助事業計画書（様式第２）と対応させて、補助事業の経過とその成果

を簡明に記載すること。 

２ 補助事業の日程と実績とを比較して、遅速のある場合はその理由を記載すること。 



 

 

２ 経費の執行状況 

（１）収入の部（単位：円、税込み） 

区  分 予算額 実績額 
資金の調達先（※３

） 
備考 

自 己 資 金     

借 入 金     

そ の 他     

補助金充当予定額（※１）   

（自己資金） 

（借 入 金） 

（そ の 他） 

 

合計（※２）     

※１ 補助金充当予定額は、下表の「（３）補助金充当予定額」と一致させてください。 

   また、資金の調達先に、補助金が充当されるまでの手当方法（例：○○銀行○○支店から借

入）とその金額を記載してください。 

※２ 合計は、予算額・実績額ともに下表の「（１）補助事業に要する経費合計」と一致させてく

ださい。 

※３ 項目ごとに資金の調達先（例：○○銀行○○支店）を記載してください。 

 

（２）支出の部（単位：円）※行が不足する場合は、適宜行を増やして記入してください。 

経費区分 

（※４） 

予算額 

（※５） 

実績額 

（※５） 

経費内訳 

（※６） 

補助対象経費 

（※７） 

     

     

     

（１）補助事業に要する 

経費合計（税込） 
   

（２）補助対象経費合計（税抜）  

（３）補助金充当予定額（（２）の１／２以内、千円未満切り捨て）  

※４ 経費区分は、交付要領別表の対象経費のいずれかを記載してください。 

※５ 予算額及び実績額は、消費税及び地方消費税を含めた額を記載してください。 

※６ 経費内訳には、支払経費ごとに内容、単価、数量、支払先等の詳細を記載してください。 

※７ 補助対象経費は、実績額から消費税及び地方消費税額を除いた額を記載してください。 



 

 

様式第８（交付要領第７条関係） 

                                 年  月  日 

 

   栃木県知事     様 

 

所 在 地     ： 

                     名   称： 

                     代 表 者 名：            印 

 

               ※個人事業の場合 

報告者（代表者）住所： 

 

 

 年度栃木県小規模事業者経営革新支援補助金に係る補助事業実績報告書 

 

年  月  日栃木県指令経支第   号をもって交付決定通知があった上記

補助事業について、栃木県補助金等交付規則第13条の規定により、その実績を関係書類

を添えて報告します。 

 

   

 

関係書類 

１ 様式第９ 事業実績書 

２ 様式第10 収支決算書 

 

 

 



 

 

  様式第９（交付要領第７条関係） 

 

事 業 実 績 書 

 

 １ 事業名称（テーマ） 

 

 

２ 補助事業実施体制 

   〔担当者及び役割分担等、指導者又は協力者等〕 

 

 

 ３ 事業内容 

(１) 事業実施場所及び実施項目 

     〔補助事業の実施場所の名称、所在地並びに各実施場所において実施した事業項

目〕                                   

    

   

(２) 事業期間 

      開 始      年  月  日                     

    

      終 了      年  月  日                     

                                             

  (３) 具体的な実施内容 

    〔交付申請時に提出した補助事業内容説明書（様式第３）と対応させて、補助事業の

経過並びに内容について、図面、図表、又は写真等も含めて詳細に記載すること〕

         

 

(４) 具体的な成果 

〔補助事業の成果について具体的かつ詳細に記載すること〕      

 

   

４ 知的財産権（特許権、実用新案権、意匠権、商標登録）の取得の出願をしているときは

その状況 

 

 

 ５ 生産性向上の見通し 

    〔補助事業の成果を踏まえた今後の生産性向上（従業員１人当たりの付加価値額の向

上）の見通しについて記載すること〕                                       

                        



 

 

様式第10（交付要領第７条関係） 

収 支 決 算 書 

 

１ 収入の部（単位：円、税込み） 

区  分 予算額 実績額 資金の調達先（※３） 備考 

自 己 資 金     

借 入 金     

そ の 他     

補助金充当予定額（※１）   

（自己資金） 

（借 入 金） 

（そ の 他） 

 

合計（※２）     

※１ 補助金充当予定額は、下表の「（３）補助金充当予定額」と一致させてください。 

   また、資金の調達先に、補助金が充当されるまでの手当方法（例：○○銀行○○支店から借入）とその

金額を記載してください。 

※２ 合計は、予算額・実績額ともに下表の「（１）補助事業に要する経費合計」と一致させてください。 

※３ 項目ごとに資金の調達先（例：○○銀行○○支店）を記載してください。 

 

２ 支出の部（単位：円）※行が不足する場合は、適宜行を増やして記入してください。 

経費区分 

（※４） 

予算額 

（※５） 

実績額 

（※５） 

経費内訳 

（※６） 

補助対象経費 

（※７） 

     

     

     

（１）補助事業に要する 

経費合計（税込） 
   

（２）補助対象経費合計（税抜）  

（３）補助金充当予定額（（２）の１／２以内、千円未満切り捨て）  

※４ 経費区分は、交付要領別表の対象経費のいずれかを記載してください。 

※５ 予算額及び実績額は、消費税及び地方消費税を含めた額を記載してください。 

※６ 経費内訳には、支払経費ごとに内容、単価、数量、支払先等の詳細を記載してください。 

※７ 補助対象経費は、実績額から消費税及び地方消費税額を除いた額を記載してください。 



 

 

様式第11（交付要領第８条関係） 

 

    年度栃木県小規模事業者経営革新支援補助金交付請求書 

 

 

 

金         円 

 

 

 

  年  月  日付け栃木県指令経支第   号で額の確定通知があった栃木

県小規模事業者経営革新支援補助金を上記のとおり交付されるよう栃木県補助金等交付

規則第18条の規定により請求します。 

 

 

  年  月  日 

 

 

栃木県知事       様 

 

 

所 在 地： 

 

名  称： 

 

代表者名：          印 

 

                      ※個人事業の場合 

代表者住所： 

 

 

 

 

（振込先） 

金 融 機 関 名： 

支 店 名： 

口 座 名 義 （ カ ナ ）： 

預 金 種 類： 

口 座 番 号： 



様式第 12（交付要領第 10 条関係） 

 

  年  月  日 

 

栃木県知事       様 

 

所 在 地     ： 
                       名   称： 
                        代 表 者 名：            印 
 
               ※個人事業の場合 

報告者（代表者）住所： 
 

  年度消費税額及び地方消費税額の額の確定に伴う報告書 
 
 栃木県小規模事業者経営革新支援補助金交付要領第 10 条第１項の規定に基づき、下記のとおり報告し

ます。 
 

記 

 

１ 補助金額（知事が確定通知書により通知した額）                   円 

  

２ 補助金の確定時における消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額           円 

 

３ 消費税額及び地方消費税額の確定に伴う補助金係る消費税及び地方消費税に係る 

仕入控除税額                                   円 

 

４ 補助金返還相当額（３－２）                            円 



 

 

様式第13（交付要領第11条関係） 

  年  月  日 

 

 

栃木県知事    様 

 

所 在 地     ： 

                        名   称： 

                     代 表 者 名：            印 

 

               ※個人事業の場合 

申請者（代表者）住所： 

 

      年度栃木県小規模事業者経営革新支援補助金に係る財産処分承認申請書 

 

  年  月  日付け栃木県指令経支第   号をもって交付決定通知があった 

上記補助事業により取得した下記の財産を処分したいので、栃木県小規模事業者経営革新

支援補助金交付要領第11条第２項の規定により承認を申請します。 

 

記 

 

１ 取得財産の品目及び取得年月日 

 

２ 取得価格及び時価 

 

３ 処分の方法 

 

４ 処分の理由 

 

 



様式第 14（交付要領第 12 条関係） 

 

  年  月  日 

 

栃木県知事       様 

 

所 在 地     ： 
                     名   称： 
                     代 表 者 名：            印 
 
               ※個人事業の場合  

報告者（代表者）住所：  
 

  年度栃木県小規模事業者経営革新支援補助金に係る補助事業完了後の状況

報告書 ＜補助事業年度から 年後（ 年 月期）分＞ 
 
     年  月  日付け栃木県指令経支第   号をもって交付決定通知があった

上記補助事業に関して、補助事業完了後の状況について、栃木県小規模事業者経営革新支

援補助金交付要領第 12 条の規定により、補助事業年度から  年後（  年  月期）分

を下記のとおり関係書類を添えて報告します。 
 

記 

 

１ 補助事業完了後から現在までの取組状況 

〔以下に事業の進捗状況、売上・利益等の状況、今後の生産性向上（従業員１人当たりの付加価値額

の向上）の見通し等を具体的に記載すること〕 

 



２ 補助事業完了後から現在までの経営状況 

 １年前 

(  /  期) 

補助事業年度 

(  /  期) 

１年後 

(  /  期) 

２年後 

(  /  期) 

３年後 

(  /  期) 

４年後 

(  /  期) 

５年後 

(  /  期) 

① 売上高        

② 売上原価        

③ 売上総利益 

 （①－②） 

 
      

④ 販売費及び 

  一般管理費 

 
      

⑤ 営業利益 

（③－④） 

 
      

⑥ 営業外費用        

⑦  経常利益 

（⑤－⑥） 

 
      

補助事業年度から

の伸び率(%) 
― ―      

⑧ 人件費        

⑨ 設備投資額        

⑩ 運転資金        

⑪ 減価償却費        

⑫ 付加価値額 

（⑤＋⑧＋⑪） 

 
      

補助事業年度から

の伸び率(%) 
― ―      

⑬ 従業員数        

⑭ １人当たりの付加 

価値額（⑫÷⑬） 
       

補助事業年度から

の伸び率(%) 
― ―      

 

＜記入要領＞ 

１ 実績は会社の決算年度に対応して記入すること。（例）平成29年3月決算分 → (29/3期） 

２ 補助事業終了後（補助事業年度）から、現在までの状況について記載すること。 

３ 決算書の数字と整合するように記入し、報告年度にかかる決算書（貸借対照表、損益計算書、製造原価報告書、 

販売費及び一般管理費）を添付すること。 

４ 補助事業年度の欄には補助事業の交付申請を行った年度の決算を記入すること。 

５ 補助事業年度からの伸び率（⑦経常利益、⑫付加価値額、⑭１人当たりの付加価値額）の算出方法 

  Ａ：補助事業年度値、Ｂ：報告年度値とし、 

伸び率(％)＝（Ｂ－Ａ）÷｜Ａ｜×１００（少数点以下第２位四捨五入） 



 

 

様式第15（交付要領第13条関係） 

 

  年  月  日 

 

栃木県知事       様 

 

所 在 地     ： 

                     名   称： 

                     代 表 者 名：            印 

 

               ※個人事業の場合 

届出者（代表者）住所： 

 

            年度栃木県小規模事業者経営革新支援補助金に係る知的財産権届出書 

 

年   月    日付け栃木県指令経支第   号をもって交付決定通知があった

上記補助事業に関して、下記のとおり知的財産権の出願又は取得（譲渡、実施権の設

定）をしたので、栃木県小規模事業者経営革新支援補助金交付要領第13条第１項の規定

により届け出ます。 

 

記 

 

１ 開発題目 

 

２ 種類（番号及び知的財産権の種類） 

 

３ 出願又は取得 

 

４ 内  容 

 

５ 相手先及び条件（譲渡及び実施権設定の場合） 

 

 


